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                  出典：「Ｔ市子育て支援に関する市民意向調査報告書」2003年，P92 
図２ Ｔ市一時的保育が必要な場合の利用希望形態（就学前児童％) 
   
  層で労働力率が上昇しており、この時期の支援が必要となるのではないかと考えられる。 
（２）Ｔ市の家族と子育て状況 



























   
                出典：「Ｔ市子育て支援に関する市民意向調査報告書」2003年，P92 
図３ Ｔ市一時保育緊急時利用意向（就学前児童％) 




   










   Ｔ市では、ファミリー・サポート・センターは次世代育成支援対策推進法の市町村計画に
盛り込まれている。そしてその基本施策の中の「身近な地域における子育て支援機能の充
実」の「ファミリー・サポート・センターの推進」として位置づけられている。 

































  １）統計表からみる特徴 






  ２）具体的なケースによる説明 
   ① 核家族のため、自由な時間が持てない。その時間の援助を行う。援助会員に育児相談
をすることで育児負担軽減につながっている。 








表１ Ｔ市ファミリー・サポート・センター事業実績 会員数及び活動件数 
 会員数（名)  
 依頼会員 援助会員 両方会員 合計 活動件数 
平成13年度 528 151 70 749 1,972 
平成14年度 793 184 98 1,075 3,921 
平成15年度 937 224 107 1,268 5,048 
平成16年度 1,030 227 132 1,389 5,326 
平成17年度 1,081 259 165 1,505 7,113 
平成18年度 1,054 253 185 1,492 11,009 
                出典：「Ｔ市子育て支援センター事業報告」 
                   (2002年P49，2003年P50，2004年P48，2005年P52，2006年P65，2007年P72) 
 
   ③ １日の預かりの援助。１日だと料金は重むが、仕事を休むことを考えれば、代えがた
い。保育園が休みの時の利用として仕事をもつ母親には頼りになるサポートである。 
   ④ 保育園の登園前の預かりと保育園への送り。送り迎え等様々な事に対応できるサポー
トは助かっているという。 
   ⑤ 出産時の育児支援として活用。母親の入院中、父親が子どもを援助宅に送り、そこか
ら援助会員が子どもを産婦人科に連れて行く。 
   ⑥ 双子の女児の定期的な援助。①の人とサークルが同じであり、⑥の人の紹介で入会、
援助会員も同じである。 
   ⑦ 育児相談から移行したケース。サポートを受けることにより、母親自身に少し余裕が
でてきた。 




















   
                          出典：財団法人 女性労働協会資料よりP12 
図６ 全国の開設している曜日（複数回答）％ 
   


































   
                          出典：財団法人 女性労働協会資料よりP12 
図７ 全国の開設時間（％) 





   
                          出典：財団法人 女性労働協会資料よりP16 
図８ 全国の基本料金（センターの平日時間内) 
 
   助会員数が満足するものとはいえないという問題もみられる。 
５．比較考察 
（１）開設曜日・時間・料金 

































図10 平成18年度 Ｔ市子供年齢別集計表（人) 













   依頼会員年齢は図９にみられるように全国、Ｔ市共に40歳未満が最も多く、図10の「子供
年齢別集計」からもみてわかるように、７歳以下の利用度が高くみられる。 











   
図12 両方会員年齢別集計（％) 





































   
図14 平成18年度 Ｔ市時間別集計表（人) 
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